新 旧 対 照 表　　　　　
○　農地等の転用のための権利移動の許可（農地法第５条第１項）の審査基準　
	改 正 後
	現　行（平成31年１月４日公表、未施行）

	農地法第５条第１項の許可に当たっては、次の基準により審査する。

１から２（略）
３  ２の立地基準に適合する場合であっても、次のいずれかに該当するときには、許可をすることができない。（一般基準）
(1) 農地を転用して申請に係る用途に供することが確実と認められない場合

具体的には、次に掲げる事由に該当する場合である。
アからイ（略）
ウ  申請者が許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る農地を申請に係る用途に供する見込みがないこと。

（注）  「遅滞なく」とは、許可後速やかに工事に着手し、申請に係る用途に供するまでの期間が原則として許可の日からおおむね１年以内であることをいう。ただし、転用目的が特定建築条件付売買予定地である場合には、この限りでない。
エからク（略）
(2)から(3)（略）

４　上記のほか、次の各号に掲げる項目については、それぞれに定める要件に該当しなければ許可をすることができない。（個別基準）

(1)（略）
(2) 転用目的ごとの要件

    次に掲げる転用目的の区分に応じてそれぞれに定める要件に適合すること。

アからエ （略）

　　　オ 建売住宅、宅地造成及び建築条件付売買予定地
（注）（略）
 (ｱ)から(ｳ) （略）
(ｴ)  建築条件付売買予定地（自己の所有する宅地造成後の土地を売買するに当たり、土地購入者との間において自己又は自己の指定する建設業者との間に当該土地に建設する住宅について一定期間内に建築請負契約が成立することを条件として売買が予定される土地）にあっては、次の要件を満たすものであること。
ａ   当該土地について、農地転用事業者と土地購入者とが売買契約を締結し、当該農地転用事業者又は当該農地転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが当該土地に建設する住宅について一定期間内（売買契約締結日から３月以内。以下ｂにおいて同じ。）に建築請負契約を締結することを約すること。
ｂ  農地転用事業者又は農地転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが、一定期間内に建築請負契約を締結しなかった場合には、当該土地を対象とした売買契約が解除されることが当事者間の契約書において規定されていること。
ｃ  農地転用事業者は、農地転用許可に係る土地の全てを販売することができないと判断したときは、販売することができなかった残余の土地に自ら住宅を建設すること。
ｄ  農地転用事業者が過去に建築条件付売買予定地で農地転用許可を受けている場合には、許可条件を履行していること。
カ・ キ　（略）
(3)・(4)（略）

	農地法第５条第１項の許可に当たっては、次の基準により審査する。

１から２（略）
３  ２の立地基準に適合する場合であっても、次のいずれかに該当するときには、許可をすることができない。（一般基準）
(1) 農地を転用して申請に係る用途に供することが確実と認められない場合

具体的には、次に掲げる事由に該当する場合である。
アからイ（略）
ウ  申請者が許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る農地を申請に係る用途に供する見込みがないこと。

（注）  「遅滞なく」とは、許可後速やかに工事に着手し、申請に係る用途に供するまでの期間が原則として許可の日からおおむね１年以内であることをいう。（新設）
エからク（略）
(2)から(3)（略）

４　上記のほか、次の各号に掲げる項目については、それぞれに定める要件に該当しなければ許可をすることができない。（個別基準）

(1)（略）
(2) 転用目的ごとの要件

    次に掲げる転用目的の区分に応じてそれぞれに定める要件に適合すること。

アからエ （略）

　　　オ 建売住宅、宅地造成
（注）（略）
 (ｱ)から(ｳ) （略）
（新設）
カ・ キ　（略）
(3)・(4)（略）
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